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地域活性化成功事例の研究 
 
増田賀照 
 
はじめに 
 
かつての賑わいの中心であった商店街の多くは人通りもまばらで、多くの商店はシャッ
ターを閉めたままになっている。原因は、車社会の到来によって、人々は駐車場が少ない
町中を避けるようになり、人の流れが郊外に移動したためだといわれている。これは日本
だけの現象ではなく、アメリカ、ヨーロッパ諸国にも見られる現象である。この流れをな
んとか食い止めようと、商店街も行政も立ち上がった。平成 10 年 5 月 27 日まちづくり 3
法（注 1）が成立したが、これは都市計画の面から中心市街地に人を住みやすくし、大規
模小売店舗の規制を緩和し、市街地の整備改善を促進するためにできた法改正である。そ
のまちづくり 3 法のひとつである「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活
性化の一体的推進に関する法律」（略称：中心市街地整備改善活性化法）（注 2）が平成 10
年 7 月に施行され、群馬県においても６市 3 町において計画中である（注 3）。また、中心
市街地活性化関係府省庁連絡協議会（注４）が設置され、活性化しようとする町を支援す
るために腰を上げた。縦割り組織といわれる官公庁には珍しく、組織母体は 1 府 6 省１庁
の 13 セクションに及んでいる。これら 13 セクションは、連絡調整会議という会議体をも
って連絡調整を図っている。 
これは、いわゆる“まちうち”と呼ばれる中心市街地に賑わいをとりもどすためにできた
法律である。中心市街地整備改善活性化法施行から８年の年月が経過し、全国各地で生き
残りをかけ、懸命の努力が続けられている。商店会、自治会、商工会議所、行政、民間企
業、ＮＰＯ、学生、市民グループとメンバーは多様である。それぞれが地域の特徴を生か
した様々な試みを実施した結果、すでに賑わいをとりもどしつつある地域も現われてきた。
本稿では、国内の成功事例を調査研究することにより、その成功要因を分析し、今後の地
域活性化への提言を試みようとするものである。 
中心市街地の活性化に取り組むすべての人を支援する組織として中心市街地活性化推進
支援協議会が設立された。町の吸引力を高めるのに役立つ事業を中心として 
・町で快適に過ごせる環境を整えるのに役立つ事業 
・町に来やすくするための事業 
・町に住む人を増やすための事業 
・計画の実現に向けた仕組みや環境作りに役立つ事業 
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を支援することを目的としている。しかしその中核をなす組織体は国土交通省であること
を考え合わせると、あくまでもハード面での対応をベースとしたものであることは否めな
い。 
 本稿では、ハード面だけではなく、むしろソフト面に重点を置いて調査を行った。それ
は、道路、建造物だけがやたらと立派でありながら、町自体は衰退していると言わざるを
えない事実によく出会うからである。我々が活性化した町だと感じるのは、なんといって
も人の流れが多いということが大前提になろう。人の流入が多く、人々が元気である町を
活性化した町と呼ぶ。その活性化した要因と、その源が何であるのかを探るものである。
そして成功要因が分析できれば、これから活性化しようとする町にも普遍的に適用できる
可能性がある。したがって、道路、建造物といった外観的な調査や人の流れを定量的に測
定するといった定量調査を目的としていない。むしろ、成功事例といわれ、定評のある町
を客観的に眺め、行きかう人の姿を眺めること自体が重要だと考えた。 
中心市街地とは、商業・娯楽・サービス・医療・福祉・教育・生産・居住など、様々な
機能が混在する広範囲な地域を指す場合もあるが、本稿では中心商店街の活性化を中心研
究対象とした。商店街の活性化が地域全体の活性化の起爆剤になると考えたからである。 
 
第１章 調査のフレームワーク 
 
１．活性化の定義 
 町が活性化するということは、町の人が元気であるということにほかならない。住民も
商店主も皆元気な状態である。町の人に元気があれば、その元気を求めて人が集まってく
る。さらにみんなが元気になっていくという循環現象が生じる。したがって人が集まると 
いうことでもある。また、結果としてビジネスが好調であるというということになる。活
性化している町は、町の人が元気、ビジネスが好調、人が集まるという 3 つの特徴を持っ
ていることである。 
町づくりにはハード面とソフト面の両面アプローチがある。ハード面としては、区画整
理、複合型大型店舗ビル、多目的再開発、街路整備、交通網の整備拡充、駐車場の確保整
備といった事業がある。一方ソフト面としては、町全体のマーケティング戦略、ビジネス
戦略、品揃え、商品化計画、人材育成、教育訓練、イベント、ガイド、広報活動、顧客満
足度向上の仕組み、コミュニティビジネスの取り組み、住民サービス、市民活動の支援、
世代間ギャップの解消策、住民支援等々“ひと”にまつわる問題である。そしてこれらハー
ド面とソフト面の両面での施策が同時に必要であることはいうまでもない。ハード面とソ
フト面の両面からどのように活性化施策が実施され、成功していったのか、その要因は何
かという順に分析した。 
２．成功事例の選別 
商店街を中心として、活性化を試みている地域は多数ある。その中でも代表的な３つの
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事例の調査をおこなった。調査方法としては、まず公的記録（注５）による事前の資料調
査を行い、それらの公開情報をもとに中心的人物の特定を行った。そして中心的人物のイ
ンタビュー調査を実施し、本質解明に心がけた。出来る限り現地見学も同時に実施し、ミ
ステリーショッパー調査（注６）も実施した。その他インターネット、マスコミ資料、Ｎ
ＰＯ提供の公開資料により調査・確認を行った。成功事例の中から、成功要因の類別によ
り、それぞれ代表的な実例を調査対象ケースとして選定した。（注７） 
１）商工会議所が商店街を説得したケースとして大分県豊後高田市昭和の町 
２）住民が商店街と協力して計画したケースとして神戸市兵庫区新開地 
３）商店街が場を作り、そこに学生が集まったケースとして新宿区早稲田商店街 
の３地区である。いずれも、かつては中心市街地として賑わったまちである。あっという
間におちぶれて閑散となってしまったが、ここ数年の努力と工夫でふたたび賑わいを取り
戻した典型的な事例である。 
 
第２章 成功事例－大分県豊後高田市昭和の町 
 
１.中心人物のプロファイル  
豊後高田商工会議所職員である金谷俊樹氏は、豊後高田市出身、昭和 30 年生まれであ 
る。龍谷大学仏教史学を専攻し、大学卒業後アパレル企業でマーケティングの仕事に８
年間従事した。30 歳のとき豊後高田商工会議所に入所し、以来地域活性化に取り組んで
いる。 
２.町の概要 
大分県国東半島の付け根にある豊後高田市にある商店街約 500 メートル、約 100 軒を
昭和の町とネーミングした。テーマは昭和 30 年代の町。江戸時代には城下町として栄え
た町も昭和 40 年に鉄道が廃止され、自動車時代が到来した。その後郊外のバイパス開通
とともに軽便鉄道の駅前商店街は見る見る寂れていって多くの商店がシャッターを閉め
たままの状態となりゴーストタウン化が進んでいった。 
３.活性化の活動内容 
平成 4年 4月、豊後高田商工会議所は、ゴーストタウン化した商店の再生を目指して、
商店主、市役所、そしてコーディネータとしての商工会議所の 3 者でプロジェクトであ
る豊後高田地域商業活性化委員会を設置した。大手広告代理店に依頼し 62 人のメンバー
で 1 年間調査・分析・構築・デザインなどの作業を進め、『豊後高田地域商業活性化構想』
は完成した。しかし、この構想は大規模な新規“まちづくり”建設部分を持っていたため、
莫大な資金のかかるものになった。そのために、この構想は構想のまま実現することな
くそのままお蔵入りしてしまった。 
ここで移り変わる時代を追いかけないのであれば、立ち止まって過ぎ去った過去を振
り返ってみようということになった。作業は、古文書や古地図の検証から始めたが、こ
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の商店街のある場所は、古代から存在し、江戸時代からの町並みであることが判明した。
そして、平成 9 年 3 月に『豊後高田市市街地ストリート・ストーリー』が完成した。こ
れは、江戸、明治、大正、昭和各時代の資料を詳細に調査した結果、その歴史や伝統を
1 枚の地図に入れ込んだものである。金谷氏は、「大学で専攻した歴史がここで大いに役
立った」と語っている。 
このストリート・ストーリーの制作と平行して中心市街地活性化検討は、続いていた 
どの時代の町を再現するか検討された。江戸の町はすでに萩、津和野、馬篭、妻籠が全
国的に有名であり、大分県内でも臼杵、竹田、日田、杵築という先行する町があった。
大正、昭和初期の町は横浜、神戸、小樽、長崎、門司がすでに全国ブランドになってい
た。近世もダメ、近代もダメという結果にしばらくはテーマを見失ってしまった。 
  ストリート・ストーリーが完成した頃、昭和という身近な過去に気づいた。歴史や伝 
統が古い時代しかないという思い込みを拭い去ってみると、この町はあるがままの姿で 
昭和の博物館ではないかということに思いいたったのだ。「古い」、「汚い」、「不便」だと 
誰もが思っていた町が実は大変なお宝であることを発見した。調査の結果、301 軒の 60 
～70 パーセントは、昭和 30 年代以前に建設されていた。高度経済成長期に看板建築に 
よって化粧をしているだけであって、それを取り除けば昭和 30 年代の姿がそのまま蘇る 
ということが判明した。そのなかで、修景が可能でかつ効果の大きい建物 75 軒が選出さ 
れた。 
9 年間プランニングに要したが、試行錯誤の末、修景候補 75 軒の店舗のうち、平成 13
年 9 月７軒の店がオープンした。そして 1 年後の平成 14 年９月には、新たに 10 軒がオ
ープンし合計 17 軒となった。平成 14 年 10 月には昭和ロマン蔵がオープンし、これで一
気に全国ブランド化した。昭和ロマン蔵の中には、日本一の駄菓子屋おもちゃコレクタ
ー小宮裕宣氏のコレクションのうち 3 万点から 5 万点が展示されている駄菓子屋の夢博
物館をはじめ、昭和 30 年代の思いで展示物が収蔵、展示されている。 
現在では、町に月 1 万人から 2 万人の観光客が日本全国から押し寄せている。多くは、
中国地方や九州内からで、毎日観光バスが平均 30 台は訪れる観光地と化してしまった。 
４.市民の参加 
平成 13 年まで一般市民の参画はなかったが、昭和の町がオープンして毎日大勢の観光
客が来るようになると、町を案内するガイドが必要になった。そこで始めて市民からの
参加を募り、ボランティアガイドが誕生した。ボランティアガイドには現在 6 名（女性
5 名、男性 1 名）の市民が登録して活動している。主婦を中心としたこの町に長く住ん
でいる市民の参画である。30 分コースと 1 時間コースがあり、観光バスなど団体客から
の要請があると町を案内している。この案内人制度は、現在無料で行っているが、将来
は 1 団体 2000 円程度の料金を検討している。 
５.成功要因 
活性化した成功要因は何かという質問に対し、金谷氏は「決してあきらめなかったこ
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と」と答えた。プランニングに 9 年もかかったが、決してあきらめることなく町の活性
化について考え続けてきた成果であることを強調している。大手広告代理店に依頼し一
千万円かけて活性化計画を作成したが、結局そのプランはあまりにも立派過ぎて実行で  
きないという欠点があった。完成した翌日にはそのプランは廃棄され、やはり、自分達
でのプランニングが必要であることを痛感し、捲土重来を期した。そのかいあって、や
っと自分達の手による自分達だけの町が出来たのである。金谷氏は「死にかけていた町
だったが、全国的に知られるようになり、町の人々が誇りを取り戻しつつある。これが
現時点での最大の成果である。」と語っている。確かに町の人が元気になる、人が集まる、
ボランティア希望者がでてくる。これは立派に活性化した証だといえるのではないだろ
うか。 
６.今後の課題 
月間 1～2 万人の観光客が来るようになったが、商店のビジネスとして具体的な成果は
不明である。さらに発展していくためには、テーマ店の新規開拓が必要である。必ずし
も積極的でない商店主と気長に話し合いながら１店１宝のお宝を探している。まだまだ
テーマ店を開拓中であり、一軒一軒説得して回るのも大変地道な努力である。第二に必
要なことは、オリジナルの商品化計画である。食べ物屋とか土産物店のように観光客に
比例してビジネスにつながる商店はまだ考えやすいが、電気店とか修理業のように観光
客が直接の購買力にならないビジネスはどうするかが課題であろう。昭和 30 年代をテー
マとした町にどんな新商品が出てくるのか大変楽しみである。土曜・日曜・祝日も商工
会議所のスタッフは交代で出勤し、ノンストップサービスを提供している。そしてボラ
ンティアガイドは土・日・祝日に出番が多いが交代で協力し、昭和の町の繁栄を支援し
ている。こういった町を繁栄させる市民の犠牲的精神があるかぎり、この町はもっとも
っと繁栄していくに違いない。（注８） 
 
第３章 成功事例－神戸市兵庫区新開地 
 
１.中心人物 
特定非営利法人新開地まちづくりエヌピーオー事務局長古田篤氏は、立命館大学産業 
社会学部・都市生活コース卒業後、同志社大学大学院へ進学し、総合政策科学研究を修
了した。その後（社）岩手県内のむらおこし第 3 センターである岩泉町産業開発公社事
務局次長代理、（株）ＣＯＭ計画研究所で地域計画・自治体計画担当研究員などを経て、
平成 11 年から神戸新開地まちづくりＮＰＯ専属事務局長として、活躍している。平成
15 年から立命館大学大学院、政策科学研究科・都市プランニングプログラムの非常勤講
師も兼任している。 
２.町の概要 
昭和 45 年頃まで、１キロ弱の商店街に 20 軒もの映画館・演芸場が並び「神戸庶民の
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ふるさと」と言われた時代があった。たしかに戦前戦後の時代、この地域は、神戸の浅
草と呼ばれており、映画演劇遊技場などエンターテイメントのメッカとして有名な地域
であった。しかし、地域住民の高齢化、映画産業の衰退、エンターテイメントの大型化
等から日増しに客足が遠のき、近年は、怖い町、一人で歩くと気持ちが悪い町といわれ
るようになっていた。 
３.活性化の内容 
少しずつ町をよくしよう、と昭和 58 年に町づくりの団体「新開地周辺地区まちづくり
協議会」を作り、活動を始めた。自治会と地元商店街が主力メンバーである。その後平
成７年に襲った、阪神淡路大震災も市民の努力で乗り越え、新たにまちづくりの事業組
織としてできたのが、市民による市民のための NPO「特定非営利法人新開地まちづくり
エヌピーオー」である。市民主体のまちなか再生を、安全で持続可能なコミュニティづ
くりの核に、地域に根ざした文化・芸術復興をという大きな目標に向かって、地域の運
営を行っている。 
①商業環境づくりとしては、ステップアップ・プロジェクトとして「飲食店主のインキ
ュベート」を目指したプロジェクトを新開地キネマ横丁で実施している。これには学生
を含めビジネス初挑戦者に場を提供しようとするものである。初めて飲食店を開業した
いという人を募り、店舗を提供して新規ビジネスをインキュベートするプロジェクトで
ある。店舗誘致事業として、新開地に出店したいお店のプロデュース、コーディネート
をしている。 
②フェスティバルの開催は主として４種類の事業を実施中である。 
・毎年５月第２土日に開催される音楽祭新開地ミュージックストリートの事務局と運営
コーディネートを担当している。5 月に実施した音楽祭では 150 ものバンドが参加出演
した。 
・平成 15 年秋より開催予定の新開地映画祭の事務局と運営コーディネートを担当する。 
・新開地寄席は、手づくりの寄席で年間５回開催している。 
・地域のコミュニティづくり事業として、例えば、クリスマスの市民参加企画である。
例えば、地域の子供たちとアーティストが町のオブジェとしてツリーやリースなどを作
る企画で、作品は商店街の店舗やアーケードに飾られる。 
③ まちなみづくり事業としては大きく３つの事業を行っている。 
・まず、まちなみづくり委員会では、建築や都市計画、照明デザインなどの専門家と、
新開地のまちなみづくりに役立つアドバイスや事業を実施している。 
・次に、灯りのまちなみづくり事業は、商店街沿道や路地・横丁に賑わい感ある灯りづ
くりを支援しており、防犯活動にも寄与している。 
・3 つ目は、商店街と地域の人が一緒に行っているガーデニングのコーディネートであ
る。ガーデニング講習会を通じて集まった 20 人ほどの意欲あるメンバーが、まちかどガ
ーデニングを継続的に維持していくために、2 ヶ月に 1 回程度「ガーデニング講習会」
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を開いてスキルを上げている。相談会で新しいガーデンのデザインを考え、近隣のまち
かどでおこなっているガーデニングの見学に行くなど、積極的なサークル活動を行って
いる。また、日常的に商店街や町に暮らす人々と情報を共有できるように、毎月手入れ
会を開催、ガーデニングニュースも発行（月１回）している。 
④ コミュニティ型情報発信事業として 4 種類の事業を行っている。 
・まず、町づくりと町の情報を楽しく伝えるフリーペーパーを年４回、1 回あたり 40,000
部発行している。 
・次いで、町の歴史や町づくり情報も入った「新開地ええとこ MAP」を作成・配布。町
の動向や情報を報道関係やメディアに発信。 
・3 番目に取材受け入れの窓口として報道関係窓口機能も有している。最後に視察受け
入れ業務として新開地の町づくりや「新開地まちづくりＮＰＯ」についての紹介、解説
などを行っている。 
・町づくりスクエアの運営は、文化芸術団体やサークル活動に利用できるスペースの提
供と活動のマッチングを行っている。 
・パートナーシップ型町づくり事業としては、神戸市主要部局との定期協議がある。 
また、年２回の意見交換会開催と事業や課題ごとに随時ミーティングを開催している。
次いでまちづくり協議会の事務局業務がある。さらに文化芸術団体の支援業務であるが、
商店街・自治会などへの連絡、課題などの調整、新開地と関係のある団体の広報支援や
活動場所の案内・提供なども行っている。 
４.市民の参加 
特定非営利法人新開地まちづくりエヌピーオーは平成 11 年９月に認可され、町の活性
化に本格的に着手した。年間連結運営規模約 5,000 万円（平成 15 年度予算、まちづくり
協議会など関連団体含む）であった。理事長 高四代氏、他理事９名共すべて商店会の
リーダーで無給である。（注９） 
事務局員は現在６名いるがそのうち３名は現役の学生。いずれも将来都市計画、まち
づくりに関係した仕事に従事したいという希望を持っている人たちである。週に３日以
上の勤務が義務づけられており、６名はそれぞれ 
①事務局専従職員として、ほぼすべての事業をサポート 
②編集関連の業務に加え、新開地寄席を主に担当 
③各事業サポートに加え、まちかどガーデニング事業を主に担当 
④各事業サポートに加え、経理を主に担当 
⑤ホームページ、キネマ横丁ギャラリーの運営を主に担当 
⑥まちづくり協議会事務局を主に担当 
という役割分担を持っている。学歴やスキルというよりも将来のキャリアも含めてまち
づくりに高い志を持った人、将来、まち作りを自分の仕事にしたいと考えている人が選
ばれている。 
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  市民の中で、ボランティアとして登録する制度があり、これを応援団と呼んでいる。 
 応援団として登録している人々は、何らかの専門分野を持った人が多い。都市計画家、 
 大学教授、ジャズロックシンガー、イラストレータ、建築家、洋服屋、落語家、小学生、 
ストリートミュージシャン、和太鼓奏者、ライティングデザイナー等々各分野から応援
団が登録されており、イベントや企画によって参画している。例えば都市計画家等の一
部の専門家には謝礼が払われることもあるが、原則は無料で、市民によるボランティア
活動である。 
５.成功要因 
新開地の一角は、きれいになり蘇った。人通りも徐々に戻っている。休日やイベント
には、家族連れで賑わいをみせるようにもなった。なんといっても最大の成功要因は、
ボランティア活動を中心とした新しい形の組織であろう。リーダーだけは、まちづくり
の専門家を採用し、各活動には全て市民を巻き込んだ NPO 組織が機能している点である。
具体的には、商業環境づくり、フェスティバルの開催、まちなみづくり、コミュニティ
型情報発信、まちづくりスクエアの運営、パートナーシップ型まちづくりの主要活動 6
項目全てに市民が参加している。また、他の事例と異なるのは、ボランティアとして、
何らかの専門分野を持った人たちを集めている点が非常にユニークであり、また極めて
プログラムが洗練されたものになっている原因でもある。これから、高齢化社会が進む
中で、さらに多方面の専門分野を持った人材の参加が期待されるという面でも、先進的
な事例と考えられる。 
６.今後の課題 
  たしかに、新開地の中心部分は、きれいになり蘇ったが、まだまだ新開地全体からす 
れば、四分の一程度である。細い通りに入ると、そこにはまだまだ、暗い、汚い・危い 
という３K を感じさせる部分が残っている。しかしこの NPO が、このまま成長し、市民 
の参加が続けばやがて効果は全域に波及する可能性はある。交通至便という地の利を生 
かすことができれば、若い人たちのたまり場として再生していくであろう。 
 
第 4 章 成功事例－東京都新宿区早稲田商店街 
 
１.中心人物 
早稲田大学周辺連合商店会会長の安井潤一郎氏（昭和 25 年生まれ）が中心人物である。
安井氏は早稲田生まれ早稲田育ちで中学から大学まで早稲田出身という生粋の早稲田っ
子である。したがって当然、早稲田の町大好き、学生大好き人間である。自営業のスー
パーマーケットを営む傍ら、早稲田商店街の会長として活躍している。（注 10） 
２.町の概要 
東京都新宿区の人口は、262,000 人であるが、早稲田大学周辺連合商店会は７商店街
480 店で構成されている。商圏人口 5 万人のうち 3 万人が学生である。学生たちが下宿
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をしていた時代、この商店街は大変賑わっていた。下宿のおばさんたちは、学生のため
の食事の材料を商店街で買い求め、学生たちもこの町で生活必需品のほとんどを買い揃
えていたからである。ところが、高度成長時代の到来で学生の住まいがワンルームマン
ション中心になり、生活様式の変化と共に、学生の生活は一変した。学生たちは商店街
では買い物をしなくなってしまい、生協やコンビニ、ディスカウント店等で買い物をす
るようになり、当然下宿のおばさん達の数も激減してしまった。商店街はあっという間
に閑古鳥が鳴くようになってしまった。 
３.活性化の内容 
安井氏が商店会会長に就任するとともに、様々なイベントを行った。先ずはエコプロ
ジェクトを立ち上げた。商店街の活性化だ、売上だという言う前に社会の役に立つこと
をしようというのが、安井会長の発想の原点であった。特に平成 8 年に「エコサマーフ
ェスティバル」を実施したが、これは、学生が夏休みになる時期の夏枯れ対策事業とし
て開催した企画である。しかし初年度は、学生の参加者がわずか 1 名であった。しかし、
年々学生が集まってきて、平成 10 年「エコステーション 1 号館」企画には、学生の参加
者は 300 名に増えた。その後はテレビなどで取り上げられたこともあって全国に知られ
るようになり、全国から見学者が後を絶たなくなっている。 
商店街に置かれたエコステーションには、空き缶、ペットボトル回収機を設置し、そ
の回収機に空き缶を入れると回収機のモニター画面に商店街の参加店で使えるラッキー
チケットが発行される。毎日回収し、溜まった空き缶等を専門業者に引き渡す。また、
エコステーションには、生ごみ処理機やパソコン 3 台も設置されており、学生が集まり
やすいようにしている。商店街の集客力向上効果と共に環境やリサイクルを切り口とし
て地域と商店街とのつながりが強化され、地域住民が商店街に戻るきっかけにもなって
いる。 
このエコプロジェクトは、やがて全国に知られるようになると、予期しなかった収益
をあげるようになった。全国から修学旅行の生徒や自治体等から見学者が押し寄せるよ
うになった。見学者があまりにも多くなったので、見学料をとって対応している。平成
16 年には、2000 人の見学者があり、この見学料だけでも年間 600 万円の収入となった。
修学旅行者の見学料は一人 1500 円だが、このうち 800 円分は食事チケットとして商店街
の中で使えるようになっている。また、使用された食事チケットは商店が 95 パーセント
で現金に換金することができる仕組みになっている。もちろん食事チケットのまま他店
で使っても良い。単位は円ではなく早稲田マネーという単位である。 
全国から来る修学旅行生は自分の土地のものを持ってきて、商店街で販売することが
できる。この仕組みによって、生徒は自分の町の産業と他の土地における価値を見直す。
たとえば平成 15 年 9 月に訪れた青森県柏中学はりんごを持ってきた。青森の町とＪＡは
子供たちに産物であるりんごを無料で提供したため、中学生たちは無料でりんごを仕入
れることができた。そしてこのりんごを早稲田の町で販売し自分たちのふるさとのＰＲ
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に努めた。修学旅行が大変な総合学習の時間になったのである。こういった企画はまた
たく間に全国の中学校に広まり、早稲田は東京修学旅行の訪問地候補として有名になっ
てしまっている。 
４.市民の参加 
この商店街には重要人物が 2 名いる。一人はもちろん商店会長の安井氏である。この
安井会長がいなかったら、早稲田商店街は成功していなかったと思われる。もう一人は、
現在株式会社商店街ネットワーク社長の木下斎氏である。木下氏は、平成 16 年 8 月時点
では、早稲田大学政治経済学部政治学科の学生であったが、木下氏が最初に安井商店会
長を訪れたときは、高校 2 年生であった。この商店街で育ちデビューした乙武洋匡史氏
の書いた五体不満足を読んで何かありそうだと感じ、この商店街を訪れた。木下氏が通
っていた早稲田高等学院は、受験勉強をしなくても早稲田大学に進学できる高校であっ
たため、受験勉強の代わりに何か楽しいことをしたいというのが動機であった。そこで
商店会長の安井氏は木下氏と何度か会う内、彼のやる気とコンピュータ能力を高く評価
し、商店街活性化プロジェクトのリーダーをまかせることになった。 
５.成功要因 
このまちの活性化成功要因は、何といっても安井氏の支援的リーダーシップである。
たとえば、夏休みに小学校を借りて町の防災キャンプを実施したが、実際の活動はすべ
てまち作りサークルの学生であった。土曜日の夜から一般市民が小学校に泊り込んで災
害訓練を行うという企画だ。通常だと小学校の校長が挨拶に訪れたりするのだが、ここ
ではポジティブな無責任を演じてもらった。つまり校長には参加してもらわなかった。
小学校の中で万が一何かトラブルが起こると、すぐに学校の責任が問われる。そこでな
まじ校長が挨拶をしないほうが、市民ボランティアの主旨が徹底できると考えたからで
ある。例えば金曜日の夜に道具を運び込む必要があるとき、通常では盗難など事故があ
ってもいけないので、断られてしまう。ここでは警察や消防署も含めて市民ボランティ
アの活動を理解してもらい、皆で協力するというプロジェクトであるということを理解
してもらい、問題なく前日に運搬できた。こういった数々のエピソードは、安井氏の支
援的リーダーシップがなければ実現しなかったであろう。 
６.今後の課題 
安井氏は「難しく考えると何もできない」学生が集まるかどうかは、「楽しいか楽しく
ないか」それだけだと言い切る。学生が集まってくるのは単純に「楽しい」からだ。イ
ベントの会場で「来年の企画どうする」といった話がでるようになればしめたものであ
る。こうしなければいけないとか、あれもこれもと考え出すと、だんだん話が難しくな
ってきていやになってしまう。商店街は場の提供に徹すれば良い。そこで若者がやりた
いようにやる。それで十分だという考え方である。このとき、大人にとって大切なのは
「出来ない理由をさがさないこと」である。若者がアイデアを出したとき、あれが出来
ない、これが足りないと、ついつい言いがちになる。「私は『いいね、いいね』とだけ言
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っていたら、こんなことに発展してしまった。」含蓄のある言葉である。 
安井会長に今後の課題、抱負について質問したところ、「今後とも、評価はしないし目
標を作って束縛することもしない。楽しくいられる場の提供に徹することが今後の課
題・抱負である。」というコメントであった。いかにも安井会長らしい課題であり、抱負
である。目標・管理・規則が真っ先に来ると、若者は束縛ととらえてしまい、寄ってこ
なくなる。先ずは「場」の提供こそ活性化の必須要件であろう。産官学とか、とかく言
葉が先行する中で、ここでは地域の人々が楽しさを求めて協力し合う真のコミュニティ
が形成されているように思える。     
 
第5章 成功要因 
 
これまで３地域の成功事例を調査した結果の共通点を考察する。調査を始めてまもなく、
ある重要な要素が浮かびあがってきた。それは、どの事例にも必ず中心人物がいるという
ことである。所属も役職も性格もまちまちであるが、インタビューでは、最初から最後ま
で熱い思いが伝ってきた。その町でうまれ育った人、U ターンして戻ってきた人、専門知
識を求められて外部から招聘された人と背景は様々である。しかし、どの成功事例も調査
すればするほど熱い思いの“ひと”にぶつかるのである。地域との密着、市民参加、若者
中心など言葉はさまざまであるが、どうかすると、産官学が寄ってたかって、できない理
由をさがしてしまいがちになる。そしていつの間にか、目標を与え達成度を管理し、肝心
の住民や若者の参加意欲は失われていく。まちを活性化させるには、いかに市民の意欲を
高めるかという仕組み作りと、課題にぶつかったときに、あきらめないで一緒に解決策を
考える支援が重要である。 
ここでいう“ひと”に共通した要素は、次の５つである。 
１．前向きである 
２．熱意がある 
３．あきらめない 
４．交渉能力がある 
５．リーダーシップがある 
これから、他の町においても活性化するには、この“ひと”を探すことが、最重要課題
であろう。同じような建物を建て、同じような投資をすれば外見を真似ることは可能であ
る。しかし活性化するかどうかは別の問題である。隣の町の成功事例を形だけそっくり真
似ても、うまくいかなかった事例は山ほどある。その違いは“ひと”であると考えられる。 
 自治体に対しては、この中心人物の発掘と支援を提案するとともに、教育機関ではこう
いった人物の輩出を心がけるべきであろう。 
 
終わりに  
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イタリアには、パッセジャータ（注 11）という言葉がある。パッセジャータは、夕方一
仕事を終えた町の人々が散歩をすることを指している。1 時間も 2 時間も広場や広場から
繋がる商店街を散歩し、ウィンドーショッピングを楽しむ習慣がある。とにかく人通りが
多い。商店街も店を閉めたあとショーウィンドーには照明をつけたままにしている。パッ
セジャータから帰って夕食をするのが、イタリア人の日課となっている。人と人が触れ合
い賑わう、この賑わい感こそ地域づくりの原点ではないかと思われる。 
イタリアの地方都市では、市街地の中心部は歩行者天国になっている。つまり車は町の
中心へは乗り入れることができず、中心からおよそ 1キロ以上離れた場所に駐車して歩く
という町づくりになっている。おかげで観光客は、石畳の道を重い荷物を引っ張って歩く
ことを強いられるというデメリットもあるが、歩行者天国のお陰で町は活性化し賑わいを
保っているのだ。 
地域社会は人間を育てる土壌である。有機栽培、有機畜産という言葉が流行っているが、
有機社会を創るために何をすればよいか考えていくべきであろう。一時的な便利さを捨て
てでも人が集まり、人と人が触れ合う場を作っていくことも必要ではないか。今必要なの
は、前向きな発想、知恵そして行動力であり、そうした人材の育成、輩出こそ急務であろ
う。 
 
注 
１）まちづくり３法 
①都市計画法の一部を改正する法律 
  平成 10 年５月 27 日成立、５月 29 日公布（号外 106 号）、11 月 20 日施行  
 地域の実情に的確に対応したまちづくりや、市街化調整区域における郊外型住   
 宅の建設促進、都市計画における地方分権の推進を図るための所要の改正  
②大規模小売店舗立地法 
  平成 10 年５月 27 日成立、６月３日公布（号外 109 号）、平成 12 年 6 月 1 日施行  
 地域の生活環境の保持のための、大規模小売店舗の設置者の配慮事項等に関す  
 る指針の制定、大規模小売店舗の新増設に関する届出、説明会の開催等の新増 
 設者への義務づけ  
③中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律  
   平成 10 年５月 27 日成立、６月３日公布（号外 109 号）、７月 24 日施行 
 事務局（財）区画整理促進機構 まちなか再生全国支援センター 
２）「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法
律」（略称：中心市街地整備改善活性化法）第６条第１項に『市町村は、基本方針に基づ
き、当該市町村の区域内の中心市街地について、市街地の整備改善及び商業等の活性化
の一体的推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を作成することができ
る。』とある。 基本計画を提出した自治体は、平成 16 年 7 月 2 日現在で 606 市区町村（690
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地区）にのぼる。 
３）群馬県では平成 19 年 2 月末日現在、沼田市、前橋市、高崎市、伊勢崎市、富岡市、太
田市の６市と鬼石町、松井田町、境町の 3 町が基本計画を提出している。 
自治体名 対象面積  提出日        担当組織  
沼田市       10ha  平成 11 年 1 月 8 日   都市整備課 
前橋市      242ha  平成 12 年 4 月 24 日 商業観光課 
高崎市    245ha  平成 12 年 5 月 9 日  商工政策室 
伊勢崎市    137ha  平成 14 年 7 月 5 日  都市開発課 
富岡市      52ha  平成 15 年 3 月 17 日 富岡中央町づくり推進室 
太田市     203ha  平成 15 年 6 月 18 日 市街地推進室 
鬼石町   115ha  平成 14 年 9 月 20 日 政策推進室 
松井田町    124ha  平成 16 年 5 月 18 日 商工観光課 
境町        114ha  平成 16 年 12 月 24 日 産業振興課 
４）中心市街地活性化関係府省庁連絡協議会 窓口 
経済産業省   商務情報政策局流通産業課 
               経済産業政策局産業施設課 
                  中小企業庁商業課 
国土交通省    都市・地域整備局まちづくり推進課 
         総合政策局交通計画課 
                 北海道局地政課 
総務省         自治行政局地域振興課 
        情報通信政策局地域通信振興課 
農林水産省    総合食料局流通課 
警察庁         交通局交通規制課 
文部科学省   生涯学習政策局政策課地域政策室 
厚生労働省   政策統括官付労働政策担当参事官室 
内閣府         沖縄振興局総務課 
５）『基本計画策定市区町村の現状・取り組み事例』、中心市街地活性化推進室、平成 15 年 
7 月 
『ベンチャー全国大会報告要旨集－地域再生とベンチャーパワー』、日本ベンチャー学
会・関西ベンチャー学会共同発行、平成 14 年 11 月 
 を主として参照した。 
６）ミステリーショッパーは、顔が知られていない人物が、実際に顧客として買い物をお 
こない、店の対応やサービスを評価する調査手法のこと 
７）研究を開始した平成 15 年の時点では、報告事例の多くは計画を開始した段階であり、 
 成功事例として扱われていても、実際に調査を進めると、多くは実体の伴わないもので 
 共愛学園前橋国際大学論集 No.7 14 
あった。現地調査の結果確かに成功しているという実感を得た例が 6 例あったが、成功 
要因の類別により典型的な 3 例を本稿で扱うこととした。 
８）『平成 13 年度中心市街地空き店舗対策事業報告書』、豊後高田商工会議所、平成 15 年 
3 月 
９）新開地ホームページ http://www.shinkaichi.or.jp/aboutus/index.html を参照した 
10）インタビューの後、安井潤一郎氏は、平成 17 年 8 月の衆議院選挙で自民党より立候 
補して当選、現在は衆議院議員。 
11）陣内秀信、『イタリア小さなまちの底力』、講談社プラスアルファ文庫、平成 18 年 
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Abstract 
 
A Study of Three Successful Examples of Town Center Revitalization  
 
Yoshiteru Masuda 
 
Many shopping streets that used to be the centers for the community e.g. for shopping 
and entertainment have become ghost towns. People have come to avoid downtowns 
with their few parking lots since the arrival of the motorized society. The reason for 
this is because the flow of shoppers has moved to the suburbs and out-of-town 
shopping centers. The government enforced three citizen-based town planning laws in 
July, 1998 and started to support town reactivation.    
This paper discusses success factors by investigating three successful examples of the 
local activation of under-used shopping centers in Japan. Research fields are  
Showa-no-machi, Bungo-takada-city, Shinkaichi, Kobe-city and Waseda, Tokyo. 
Results show not only tangible assets such as buildings and structures but also 
intangible assets, such as Non Profit Organization and citizen participation seem to be 
effective.  By investigating these three places, the existence of leaders or so-called 
key persons appears to be an essential factor. 
It has been found that the backgrounds of the people who played key roles are various, 
their passion for loving and activation of the town and their enthusiastic activities are 
common to all three places. It also has been shown, moreover, that the never-give-up 
spirit is the point common to the central figures. Finally, this paper suggests that 
educational institutions should carry a role to develop and produce the leaders who 
hold the passion for towns and the never-give-up spirit. 
